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令和５年度予算編成について 

 

国の令和５年度予算は，足下の物価高を克服しつつ経済再生の実現に向け，

成長分野への大胆な投資，少子化対策・こども政策の充実等を含む包摂社会の

実現などによる新しい資本主義の加速などの重要な政策課題について必要な予

算を講じるなど，令和４年度第２次補正予算と一体として，予算編成されたと

ころであります。 

地方財政対策については，地方の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の

一般総額について，令和４年度地方財政計画と比較して，交付団体ベースで

1,500億円増額の62兆1,635億円が確保され，地方交付税総額も3,073億円の増

となるとともに，臨時財政対策債は7,859億円の減と大幅に抑制されたところ

であります。 

県においては，令和５年度当初予算の編成に当たり，持続可能な行財政構造

を構築するため，行財政運営指針及び行財政改革推進プロジェクトチームにお

いて示された取組の方向性をふまえ，事務事業見直しをはじめとする歳入・歳

出両面にわたる徹底した行財政改革に取り組んだ結果，財源不足のない予算編

成を実現しております。 

このような動向をふまえ，本町の当初予算編成に当たっては，「第６次総合振

興計画」の推進と，「和泊町ゼロカーボンシティ」の実現へ向け，「脱炭素推進

室」を新たに設置し，脱炭素事業の推進に専門的に取り組むほか，基幹産業であ

る農林水産業において，スマート農業やみどりの食料システム戦略などを取り

入れ，脱炭素に資する環境に配慮した農林水産業を支援します。また，子育て政

策については，国において新たに創設される「こども家庭庁」の動向を注視し，

子育て世帯の方々が安心して，子どもを産み，育てられる，暮らしやすい和泊
ま ち

づくりを推進してまいります。 
今後も新型コロナウイルス感染症との共存を前提に，感染拡大の防止と国際

情勢の急激な変化による物価高騰等への対応，町内経済の再生に向けた施策を

進めるほか，引き続き，重点新規事業枠の拡充による町民の行政需要に対応する

施策を積極的に推進し，全ての町民が安心して暮らし，活躍できる社会の形成に

向け取り組んでまいります。 
なお，財政面において，財政指標は依然として県下市町村の中で高い指標で

あることから，令和２年度から継続している第２期財政健全化（集中）対策期

間の取組を強化し，新規起債発行のコントロールや経常経費の節減などに取り

組み，今後予定される更新事業や大型プロジェクトに備えます。 
また，令和５年度当初予算の編成に当たり，全庁的に一般政策経費の要求を

前年度と比較して100％の範囲内となるように指示をし，当初予算編成を行い

ました。今後とも，実質公債比率や将来負担比率等の財政指標の改善に努める

とともに，町税や負担金等の徴収率向上や，ふるさと納税の増加等，収入確保

を図り健全な財政運営に努めてまいります。 
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  各会計の予算について説明いたします。 

議案第 25 号 令和５年度和泊町一般会計予算 

令和５年度和泊町一般会計予算は 6,350,000 千円で，対前年度比 50,000 千円

（0.8％）の増額となりました。 

 

 歳入歳出の主な予算額について説明いたします。 

１ 歳 入 

(1) 町税 

令和５年度の町税の収入見込額は，町民税 15,262 千円，固定資産税 9,305

千円，軽自動車税 284 千円及び町たばこ税 2,121 千円の増額により，対前

年度比 26,972 千円（5.1％）増額の 554,615 千円を計上しました。 

 

(2) 地方譲与税 

地方譲与税の収入見込額は，地方財政計画において，前年度譲与見込額に

比べ微増が見込まれており，過年度の交付実績を考慮して，対前年度比

8,259 千円（11.2％）増額の 81,743 千円を計上しました。 

 

（3）法人事業税交付金 

   地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人住民税法人割の

減収分の補てん措置として，法人事業税の一部を都道府県から市町村に交付

されることとなり，過年度の交付実績を考慮して，対前年度比 4,241 千円

（204.9％）増額の 6,311 千円を計上しました。 

 

 (4) 地方消費税交付金 

   地方消費税交付金の収入見込額は，地方財政計画や普通交付税における

基準財政収入額の見込額，過年度の交付実績を考慮して，対前年度比 4,105

千円（3.4％）増額の 124,105 千円を計上しました。なお，消費税率引き上

げ分の地方消費税交付金 68,362 千円については，社会保障財源交付金とし

て，全て社会保障施策の各特別会計に充てます。 

  

（款）３民生費 （項）３社会福祉費 

目 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 引上げ分の地方消

費税交付金（うち

社会保障財源分） 

一般財源 

2 

介護保険

事務費 

 

183,705 

 

14,617 

   

30,000 

 

139,088 
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（款）３民生費 （項）３社会福祉費 

目 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 引上げ分の地方消

費税交付金（うち

社会保障財源分） 

一般財源 

４ 

後期高齢

者医療費 

 

118,941 

 

25,517 

   

8,362 

 

85,062 

 

 

（款）４衛生費 （項）２保健衛生費 

目 事業費 

財源内訳 

国県支出金 地方債 その他 引上げ分の地方消

費税交付金（うち

社会保障財源分） 

一般財源 

１ 

保健 

衛生費 

 

143,553 

 

49,469 

   

30,000 

 

64,084 

 

 

(5) 環境性能割交付金 

   環境性能割交付金は，自動車税環境性能割の収入額に定率を乗じ，市町村

道の延長及び面積で按分されて交付されるもので，前年度の交付実績等を

考慮して，対前年度比 1,883 千円（79.3％）増額の 4,259 千円を計上しまし

た。 

 

 (6) 地方特例交付金 

   地方特例交付金の収入見込額は，地方財政計画及び過年度の交付実績等

を考慮して，対前年度比 6,428 千円（335.7％）増額の，8,343 千円を計上

しました。 

 

 (7) 地方交付税 

令和５年度の地方交付税の地方財政計画上の総額は，前年度当初見込額

の 1.7％の増額が見込まれています。 

普通交付税については，令和５年度普通交付税算出資料や過年度の交付

実績等により，対前年度比 80,000 千円（2.8％）増額の 2,980,000 千円を計

上しました。 

特別交付税については，地方交付税総額に対する特別交付税の割合や過

年度の交付実績等を考慮して，前年度同額の100,000千円を計上しました。 
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   この結果，地方交付税の総額は，対前年度比 80,000 千円（2.7％）増額の

3,080,000 千円を計上しました。 

 

 (8) 分担金及び負担金 

   保育所保育料の増額に伴い，民生費負担金 2,073 千円の増額，土地改良

事業の進捗に応じた農林水産業費負担金 2,924 千円の減額により，対前年

度比 851 千円（△4.1％）減額の 19,815 千円を計上しました。 

 

 (9) 使用料及び手数料 

   総務費使用料 616 千円，土木費使用料 3,773 千円の増額等により，対前

年度比 4,584 千円（3.6％）増額の 132,747 千円を計上しました。 

 

 (10) 国庫支出金 

   国庫負担金は，民生費国庫負担金 15,015 千円，衛生費国庫負担金 1,068

千円の減額により，前年度比 16,083 千円の減額となりました。 

国庫補助金は，民生費国庫補助金 3,307 千円，教育費国庫補助金 3,604 千

円の増額，商工費国庫補助金 50,834 千円，土木費国庫補助金 11,490 千円

の減額等により，対前年度比 86,814 千円の減額となりました。 

この結果，国庫支出金の総額は，対前年度比 103,057 千円（△16.4％）減

額の 526,065 千円を計上しました。 

 

 (11) 県支出金 

   県負担金は，衛生費県負担金 2,339 千円の減額等により対前年度比 2,471

千円の減額となりました。 

県補助金は，農林水産業費県補助金 65,572 千円，商工費県補助金 11,754

千円の増額，教育費県補助金 6,935 千円の減額等により，対前年度比 73,454

千円の増額となりました。 

県委託金は，民生費委託金 9,800 千円の新設，総務費委託金 2,941 千円

の減額等により，対前年度比 6,901 千円の増額となりました。 

この結果，県支出金の総額は，対前年度比 77,884 千円（11.9％）増額の

730,447 千円を計上しました。 

 

 (12) 寄附金 

   寄附金については，ふるさと納税寄附金を目標額である 200,000 千円に

設定し，対昨年度比同額の 200,003 千円を計上しました。 

 

 (13) 繰入金 

繰入金については，財政調整基金繰入金 60,000 千円，森林環境譲与税基
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金繰入金 1,191 千円の減額により，対前年度比 61,191 千円（△20.2％）減

額の 242,309 千円を計上しました。 

財政調整基金については，年度途中において経常経費の節減及び繰越金

等の積立て財源の確保により，積戻し措置ができるよう努めてまいります。 

 

 (14) 諸収入 

   諸収入については，町民支援課雑入 2,327 千円，保健福祉課雑入 376 千 

円の増額等により，対前年度比 4,262 千円（8.6％）増額の 53,615 千円を計 

上しました。 

 

 (15) 町債 

国の令和５年度地方債計画（令和４年 12 月 23 日公表）については，引き

続き厳しい地方財政の状況の下で，地方財源の不足に対処するための措置

を講じ，また，地方公共団体が緊急的に実施する防災・減災対策，公共施設

等の適正管理及び脱炭素化並びに地域の活性化への取組等を着実に推進で

きるよう，所要の地方債資金の確保を図ることとしています。通常収支分の

地方債の総額は９兆 4,994 億円となり，対前年度比 6,820 億円（△6.7％）

の減額となっています。 

本町においては，令和４年度末の地方債残高が 8,528,785 千円となる見

込みであり，実質公債費比率は，令和３年度決算において 16.4％となって

います。令和５年度の起債発行額は，衛生債 71,400 千円の増額，消防債

43,500 千円の新設等により対前年度比 15,300 千円（3.4％）増額の 464,000

千円を計上しました。 

今後とも，管理・運用に当たっては，公債費負担の中長期的な平準化に十

分留意しながら，重点的・効率的な活用を図り事業推進に努めてまいります。 

次に，歳出予算について目的別に説明いたします。 
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２ 歳 出 

 

 (1) 議会費 

議会費の総額は，対前年度比 2,865 千円（△3.5％）減額の 79,256 千円を

計上しました。 

 

 (2) 総務費 

総務管理費は，財産管理費 10,140 千円の増額，一般管理費 58,474 千円，

の減額等により 46,605 千円の減額となりました。 

選挙費は，県議会議員選挙費 2,456 千円の増額, 選挙管理委員会費 2,494

千円の減額，参議院議員選挙費の廃目等により 6,061 千円の減額となりま

した。 

防災費は， 4,652 千円の増額となりました。 

企画費は，有線テレビ運営費 7,565 千円の増額，特定地域づくり事業協同

組合事業費 2,426 千円の減額，自治体 DX 推進事業費の廃目等により，3,793

千円の減額となりました。 

統計調査費は，住宅・土地統計調査費 405 千円の増額，統計調査総務費

2,121 千円の減額等により，1,745 千円の減額となりました。 

   徴税費は，3,811 千円の減額となりました。 

戸籍住民基本台帳費は，62 千円の増額となりました。 

監査委員費は，110 千円の増額となりました。 

この結果，総務費の総額は，対前年度比 57,191 千円（△5.7％）減額の

942,131 千円を計上しました。 

  

 (3) 民生費 

住民福祉費は，住民福祉総務費 1,309 千円の減額により，43,666 千円と

なりました。 

国民年金費は，142 千円減額の 7,584 千円となりました。 

社会福祉費は，社会福祉総務費 7,473 千円，後期高齢者医療費 2,995 千円

の増額，高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業費 11,139 千円の新

設，介護保険事務費 5,452 千円の減額，地方創生推進事業費の廃目等により

3,490 千円の減額となりました。 

老人福祉費は，生きがいと健康づくり推進事業費 105 千円の増額，老人福

祉総務費 788 千円，老人保護措置費 2,103 千円の減額等により，3,084 千円

の減額となりました。 

障害福祉費は，障害福祉総務費 1,943 千円の増額，障害者自立支援給付費

4,811 千円，障害児入所給付費 10,856 千円の減額等により 13,951 千円の減
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額となりました。 

児童福祉費は，児童福祉総務費 1,359 千円，国頭こども園費 4,474 千円，

内城こども園費 1,939 千円，大城こども園費 3,553 千円の増額，出産・子育

て応援事業費 5,000 千円の新設，児童措置費 3,799 千円，わどまり保育園費

2,285 千円の減額等により，14,445 千円の増額となりました。 

この結果，民生費の総額は，対前年度比 7,531 千円（△0.5％）減額の

1,383,393 千円を計上しました。 

 

 (4) 衛生費 

環境衛生費は，環境衛生総務費 1,846 千円，衛生管理組合負担費 24,009

千円，し尿処理費 51,130 千円の増額，地方創生臨時交付金焼却炉整備事業

費の廃目等により，57,251 千円の増額となりました。 

保健衛生費は，保健予防費 2,020 千円，健康増進事業費 2,478 千円の増

額，重点新規健康増進機器導入事業費 13,500 千円の新設，保健総務費 6,721

千円，新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 1,001 千円の減額等

により 1,351 千円の増額となりました。  

浄化槽整備費は，46 千円の減額となりました。 

また，新たに上水道費を新設し，10,689 千円を計上しました。 

この結果，衛生費の総額は，対前年度比 69,245 千円（18.2％）増額の

450,715 千円を計上しました。 

 

 (5) 農林水産業費 

農業委員会費は，農地中間管理機構業務受託事業費 554 千円の増額，農業

委員会費 1,074 千円，機構集積協力金交付事業費 3,120 千円の減額等によ

り 4,094 千円の減額となりました。 

農業費は，さとうきび機械導入等支援事業費 4,071 千円，新規就農者経営

開始資金事業費 12,910 千円，新規就農者経営発展支援事業費 7,500 千円，

重点新規えらぶゆりリバイバル事業費 5,000 千円の新設，農業次世代人材

投資事業費 3,000 千円，農業創出緊急支援事業費（ハード）45,118 千円の

増額，実験農場運営費6,735千円，農林水産物等輸送コスト支援事業費5,003

千円の減額等により，71,604 千円の増額となりました。 

林業費は，林業振興費 598 千円，譲与税活用事業費 1,191 千円の減額に

より，1,789 千円の減額となりました。 

水産業費は，水産振興費 5,700 千円，重点新規えらぶの魚普及事業費 300

千円の増額等により 5,667 千円の増額となりました。 

農地費は，農地総務費 29,140 千円，農村地域防災減災事業費 10,211 千

円，土地改良施設維持管理適正化事業費 6,663 千円の増額，県営農地整備事

業費（畑地帯担い手支援型）14,467 千円,基幹水利施設整備事業費 10,358 千
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円，農業集落排水事業費 5,181 千円の減額等により，15,071 千円の増額と

なりました。 

この結果，農林水産業費の総額は，対前年度比 86,459 千円（10.0％）増

額の 954,810 千円を計上しました。 

 

 (6) 商工費 

商工費は，観光地管理費 21,846 千円の増額，新型コロナウイルス感染症

対策利子補給事業 1,000 千円の減額，社会資本整備総合交付金事業費（都市

公園）の款の移行，風力発電施設管理費の項の移行等により，70,715 千円

の減額となりました。 

また，令和５年度から「和泊町ゼロカーボンシティ」の実現へ向け，脱炭

素推進事業費 46,005 千円の項を新設しました。 

この結果，商工費の総額は，対前年度比 36,294 千円（△25.5％）減額の

105,805 千円を計上しました。 

 

(7) 土木費 

土木管理費は，土木総務費 2,210 千円の増額，重点新規むぅるほうらしゃ

プロジェクト事業 8,260 千円，公共下水道事業費 17,298 千円の減額等によ

り，26,447 千円の減額となりました。 

道路橋梁費は，道路維持費 1,560 千円，過疎道路整備事業費 9,705 千円の

増額，交通安全対策補助事業費の新設，社会資本整備総合交付金事業費

35,019 千円，狭あい道路整備等促進事業費 28,363 千円の減額，個別補助事

業費の廃目等により 32,106 千円の減額となりました。 

港湾費は，港湾管理費 3,790 千円の増額，県事業負担費 3,100 千円の減額

等により 465 千円の減額となりました。 

漁港費は，漁港管理費 40 千円の増額となりました。 

住宅費は，空き家活用促進事業費 1,000 千円の増額，社会資本整備総合交

付金事業費 1,789 千円，空き家対策総合支援事業費 5,999 千円の減額等によ

り 7,415 千円の減額となりました。 

また，新たに都市公園費を新設し， 40,500 千円を計上しました。 

この結果，土木費の総額は，対前年度比 25,893 千円（△4.0％）減額の

629,579 千円を計上しました。 

 

 (8) 消防費 

消防費は，常備消防費 6,328 千円，非常備消防費 41,096 千円の増額等に

より，対前年度比47,724千円(35.0％)増額の183,934千円を計上しました。 
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 (9) 教育費 

教育総務費は，教育振興費 20,692 千円，学校パソコン管理費 15,224 千

円の増額，重点新規海岸漂着物等地域対策推進事業費 4,534 千円の新設，事

務局費 5,551 千円の減額等により 31,368 千円の増額となりました。 

小学校費は，学校施設維持管理費 2,770 千円の増額，小学校管理費 887 千

円の減額等により 3,127 千円の増額となりました。 

中学校費は，学校施設維持管理費 2,265 千円の増額，中学校管理費 716 千

円の減額等により 1,557 千円の増額となりました。 

幼稚園費は，報酬の減額等により 3,308 千円の減額となりました。 

社会教育費は，和泊町の歩み編さん事業費 20,237 千円，県指定文化財保

護事業費 2,432 千円，図書館費 1,184 千円の増額，社会教育総務費 3,601 千

円，町道建設に伴う発掘調査費 1,889 千円の減額，学校支援事業費，世之主

ロード魅力化事業費の廃目等により，2,329 千円の増額となりました。 

保健体育費は，総合交流施設建設事業費 2,837 千円，給食センター運営管

理費 1,115 千円の増額，スポーツ大会運営費 550 千円の減額等により，3,481

千円の増額となりました。 

この結果，教育費の総額は，対前年度比38,554千円（7.3％）増額の563,987

千円を計上しました。 

 

 (10) 災害復旧費 

農林水産施設災害復旧費は，農業用施設災害復旧費 84 千円，漁港災害復

旧費 58 千円を計上しました。 

公共土木施設災害復旧費は，道路橋梁災害復旧費 83 千円，港湾災害復旧

費 58 千円を計上しました。 

この結果，災害復旧費の総額は，対前年度比 5,787 千円（△95.3％）減額

の 283 千円となりました。 

 

 (11) 公債費 

公債費は，平成 13 年度一般公共等事業債及び平成 23 年度辺地対策事業

債等の元金・利子償還の終了等により元金 33,916 千円，利子 6,277 千円の

減額により，対前年度比 40,193 千円（△3.8％）減額の 1,020,805 千円を計

上しました。 

引き続き財務状況の改善に取り組み，財政健全化に努めてまいります。 

 

 (12) 諸支出金 

諸支出金は，和泊町総合交流施設建設基金費15,375千円の減額等により，

対前年度比 15,375 千円（△40.0％）減額の 23,017 千円を計上しました。 
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以上，令和５年度一般会計予算の概要等について説明いたしましたが，歳出予

算の性質別内訳については，別表３のとおりであります。 

次に特別会計について御説明いたします。 

特別会計予算の編成に当たっては，一般会計の予算編成方針に準じて編成し，

独立採算の原則に立った健全経営に努めることを基本に編成いたしました。 

 

 令和５年度和泊町特別会計及び企業会計の予算は，次のとおりとなりました。 

（水道事業会計及び下水道事業会計の資本的事業は除く。） 

 

和泊町国民健康保険特別会計予算   1,098,507 千円 

和 泊 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算    956,876 千円 

和泊町後期高齢者医療特別会計予算     98,056 千円 

和 泊 町 奨 学 資 金 特 別 会 計 予 算      7,252 千円 

和泊町水道事業会計予算（収益的事業）   196,708 千円 

和泊町下水道事業会計予算（収益的事業）  234,565 千円 

       計          2,591,964 千円 

                           

特別会計予算及び企業会計予算の総額は，対前年度比350,475千円（△11.9％）

減額の 2,591,964 千円を予算計上となりました。 

 

議案第 26 号 令和５年度和泊町国民健康保険特別会計予算 

国民健康保険は，国民皆保険制度の重要な基盤であり，安定した運営が求めら

れていますが，被保険者数の減少や被保険者の高齢化等により，厳しい運営状況

にあります。 

予算編成に当たっては，鹿児島県国民健康保険運営方針に基づく，効果的かつ

効率的な事業運営と，諮問機関である国民健康保険事業運営協議会の答申を尊

重した予算案としました。 

本年度の予算総額は，対前年度比 12,831 千円（1.2％）増額の 1,098,507 千円

を計上しました。 

 

議案第 27 号 令和５年度和泊町介護保険特別会計予算 

介護保険事業については，「和泊町高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事

業計画（令和３年度～令和５年度）」に基づいて，さらなる地域包括ケアシステ

ム構築に向けた取組を充実・強化し，認知症施策の推進など，利用者及び介護者

が安心して介護サービスの提供が受けられるよう，事業の円滑な運営に努めて

まいります。 

予算編成に当たっては，事業実績等の推移を踏まえつつ，諮問機関である介護
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保険運営協議会の答申を尊重した予算案としました。 

本年度の予算総額は，対前年度比 14,063 千円（1.4％）増額の 956,876 千円を

計上しました。 

 

議案第 28 号 令和５年度和泊町後期高齢者医療特別会計予算 

後期高齢者医療特別会計予算は，75 歳以上の高齢者の健康保持と適切な医療

の確保を図るため，医療保険料及び繰入金を主な財源として編成しました。 

また,被保険者が安心して医療を受けられる環境づくりや医療給付費事業な

ど,鹿児島県後期高齢者医療広域連合と緊密に連携して,後期高齢者医療事業の

円滑な運営に努めてまいります。 

本年度の予算総額は,対前年度比 1,029 千円（△1.0％）減額の 98,056 千円を

計上しました。 

 

議案第 29 号 令和５年度和泊町下水道事業会計予算 

下水道事業会計予算第３条の収益的収入及び支出額は，収益的収入が 234,565

千円を計上しました。収益的支出が 412,074 千円を計上しました。 

収入では，営業収益が 73,946 千円，営業外収益が 160，619 千円を計上しまし

た。 

支出では，営業費用が 379,400 千円，営業外費用 23,784 千円及び特別損失が

8,890 千円を計上しました。 

 

議案第 30 号 令和５年度和泊町奨学資金特別会計予算 

奨学資金特別会計予算は，対前年度比 4,203 千円（△36.7％）減額の 7,252 千

円を計上しました。 

歳出における貸付金は，4,200 千円減額の 6,960 千円を計上しました。 

 

議案第 31 号 令和５年度和泊町水道事業会計予算 
水道事業会計予算第３条の収益的収入及び支出額は，収益的収入が対前年度

比 10,840 千円（5.8％）増額の 196,708 千円を計上しました。収益的支出が対前

年度比 16,131 千円（8.9％）増額の 196,708 千円を計上しました。 

収入では，営業収益が 1,215 千円（△0.7％）減額の 181,967 千円，営業外収

益が 12,055 千円（448.8％）増額の 14,741 千円を計上しました。 

支出では，営業費用が 17,373 千円（11.1％）増額の 173,779 千円，営業外費

用が 1,242 千円（△5.4％）減額の 21,929 千円を計上しました。 
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歳入・歳出の状況（一般会計）

歳入合計

6,350,000
千円

歳出合計

6,350,000
千円
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別表１の１ 歳入の款別比較(一般会計）

予算額(A)
令和５年度

予算額(B)
令和４年度

比較
(A)-(B)

伸率
(%)

構成比
(%)

1 町税 554,615 527,643 26,972 5.1 8.7

2 地方譲与税 81,743 73,484 8,259 11.2 1.3

3 利子割交付金 501 333 168 50.5 0.0

4 配当割交付金 1,061 966 95 9.8 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 1,068 877 191 21.8 0.0

6 法人事業税交付金 6,311 2,070 4,241 0.0 0.1

7 地方消費税交付金 124,105 120,000 4,105 3.4 2.0

8 環境性能割交付金 4,259 2,376 1,883 79.3 0.1

9 地方特例交付金 8,343 1,915 6,428 335.7 0.1

10 地方交付税 3,080,000 3,000,000 80,000 2.7 48.5

11 交通安全対策特別交付金 1,234 1,138 96 8.4 0.0

12 分担金及び負担金 19,815 20,666 △ 851 △ 4.1 0.3

13 使用料及び手数料 132,747 128,163 4,584 3.6 2.1

14 国庫支出金 526,065 629,122 △ 103,057 △ 16.4 8.3

15 県支出金 730,447 652,563 77,884 11.9 11.5

16 財産収入 26,147 25,363 784 3.1 0.4

17 寄附金 200,003 200,003 0 0.0 3.1

18 繰入金 242,309 303,500 △ 61,191 △ 20.2 3.8

19 繰越金 91,612 111,765 △ 20,153 △ 18.0 1.4

20 諸収入 53,615 49,353 4,262 8.6 0.8

21 町債 464,000 448,700 15,300 3.4 7.3

6,350,000 6,300,000 50,000 0.8 100.0

款

計

(単位：千円）

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。
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別表１の２ 歳出の款別比較(一般会計）

予算額(A)
令和５年度

予算額(B)
令和４年度

比較
(A)-(B)

伸率
(%)

構成比
(%)

1 議会費 79,256 82,121 △ 2,865 △ 3.5 1.25

2 総務費 942,131 999,322 △ 57,191 △ 5.7 14.84

3 民生費 1,383,393 1,390,924 △ 7,531 △ 0.5 21.79

4 衛生費 450,715 381,470 69,245 18.2 7.10

5 農林水産業費 954,810 868,351 86,459 10.0 15.04

6 商工費 105,805 142,099 △ 36,294 △ 25.5 1.67

7 土木費 629,579 655,472 △ 25,893 △ 4.0 9.91

8 消防費 183,934 136,210 47,724 35.0 2.90

9 教育費 563,987 525,433 38,554 7.3 8.88

10 災害復旧費 283 6,070 △ 5,787 △ 95.3 0.00

11 公債費 1,020,805 1,060,998 △ 40,193 △ 3.8 16.08

12 諸支出金 23,017 38,392 △ 15,375 △ 40.0 0.36

13 予備費 12,285 13,138 △ 853 △ 6.5 0.19

6,350,000 6,300,000 50,000 0.8 100.00

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。

款

計

(単位：千円）
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別表 ２ 歳出の節別比較(一般会計）

予算額
（A)

構成比
（％）

予算額
（B)

構成比
（％）

(A)-(B)
（C)

伸　率
(%)

1 報酬 301,748 4.8 309,390 4.9 △ 7,642 △ 2.5

2 給料 472,456 7.4 476,509 7.6 △ 4,053 △ 0.9

3 職員手当等 378,840 6.0 423,556 6.7 △ 44,716 △ 10.6

4 共済費 194,681 3.1 206,989 3.3 △ 12,308 △ 5.9

7 報償費 21,174 0.3 16,932 0.3 4,242 25.1

8 旅費 48,177 0.8 41,569 0.7 6,608 15.9

9 交際費 650 0.0 870 0.0 △ 220 △ 25.3

10 需用費 311,525 4.9 272,575 4.3 38,950 14.3

11 役務費 153,445 2.4 144,963 2.3 8,482 5.9

12 委託料 460,289 7.2 484,439 7.7 △ 24,150 △ 5.0

13 使用料及び賃借料 86,627 1.4 91,984 1.5 △ 5,357 △ 5.8

14 工事請負費 383,306 6.0 331,851 5.3 51,455 15.5

15 原材料費 3,955 0.1 4,041 0.1 △ 86 △ 2.1

16 公有財産購入費 4,925 0.1 9,025 0.1 △ 4,100 △ 45.4

17 備品購入費 74,283 1.2 10,138 0.2 64,145 632.7

18 負担金補助及び交付金 1,615,148 25.4 1,212,119 19.2 403,029 33.2

19 扶助費 466,714 7.3 489,003 7.8 △ 22,289 △ 4.6

21 補償補填及び賠償金 15,200 0.2 29,700 0.5 △ 14,500 △ 48.8

22 償還金利子及び割引料 1,022,563 16.1 1,071,173 17.0 △ 48,610 △ 4.5

24 積立金 23,015 0.4 38,390 0.6 △ 15,375 △ 40.0

26 公課費 1,145 0.0 1,329 0.0 △ 184 △ 13.8

27 繰出金 297,849 4.7 620,317 9.8 △ 322,468 △ 52.0

(予備費) 12,285 0.2 13,138 0.2 △ 853 △ 6.5

6,350,000 100.0 6,300,000 100.0 50,000 0.8

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。

(単位：千円）

比　較

計

節

令和５年度 令和４年度
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別表 ３ 歳出の性質別比較（一般会計）

予算額
（A)

構成比
（％）

予算額
（B)

構成比
（％）

人件費 1,354,526 21.3 1,417,741 22.5 △ 63,215 △ 4.5

扶助費 589,912 9.3 623,890 9.9 △ 33,978 △ 5.4

公債費 1,020,805 16.1 1,060,998 16.8 △ 40,193 △ 3.8

2,965,243 46.7 3,102,629 49.2 △ 137,386 △ 4.4

普通建設事業費 459,359 7.2 503,047 8.0 △ 43,688 △ 8.7

補助事業 295,641 4.7 350,074 5.6 △ 54,433 △ 15.5

単独事業 79,591 1.3 62,645 1.0 16,946 27.1

県営事業負担金 84,127 1.3 90,328 1.4 △ 6,201 △ 6.9

283 0.0 6,070 0.1 △ 5,787 △ 95.3

459,642 7.2 509,117 8.1 △ 49,475 △ 9.7

1,030,085 16.2 968,739 15.4 61,346 6.3

120,678 1.9 36,507 0.6 84,171 230.6

1,134,777 17.9 1,011,163 16.1 123,614 12.2

23,017 0.4 38,392 0.6 △ 15,375 △ 40.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0

－ － － － － －

604,273 9.5 620,315 9.8 △ 16,042 △ 2.6

12,285 0.2 13,138 0.2 △ 853 △ 6.5

2,925,115 46.1 2,688,254 42.7 236,861 8.8

6,350,000 100.0 6,300,000 100.0 50,000 0.8

1,256,512 19.8 1,281,685 20.3 △ 25,173 △ 2.0

464,000 7.3 448,700 7.1 15,300 3.4

409,173 6.4 412,791 6.6 △ 3,618 △ 0.9

4,220,315 66.5 4,156,824 66.0 63,491 1.5

計

 (注）端数処理のため,構成比等は内訳の計と必ずしも一致しません。

（単位：千円）
令和４年度 比　較

（A）－（B）
（C)

計

物件費

維持補修費

補助費等

義
務
的
経
費

一般財源

令和５年度 伸　率
（％）
(B)/(C)

区　分

国県支出金

積立金

災害復旧費

計

そ
の
他

投
資
的
経
費

財
源
内
訳

町債

その他

投資及び出資金

貸付金

繰出金

予備費

合計

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

人
件
費

扶
助
費

公
債
費

普
通
建
設
事
業
費

災
害
復
旧
費

物
件
費

維
持
補
修
費

補
助
費
等

積
立
金

投
資
及
び
出
資
金

繰
出
金

予
備
費

■令和５年度 □令和４年度
(百万円）
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令
和

５
年

度
 

町
⺠

⽀
援

課
 

所
管

事
業

計
画

位
置

図
 

し
尿

処
理

前
処

理
施

設
工

事
事

業
 

（
和

泊
町

有
機

物
供

給
セ

ン
タ

ー
）
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令

和
５
年

度
 
経
済

課
 
所

管
事

業
計

画
位
置

図
 和
泊
町
製
氷
機
施
設
機
器
修
繕
 

農
業
創
出
緊
急
支
援
事
業
（
ハ
ー
ド
）
 

鹿
児
島
県
産
財
活
用
事
業
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番
号
 

事
業
名
 

番
号
 

事
業
名
 

①
 

農
村

地
域

防
災

減
災

事
業

 
(
た

め
池

整
備

事
業

)
 
池

当
池

地
区

 
⑨
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

支
援

型
)
 
白

瀬
地

区
 

②
 

農
村

地
域

防
災

減
災

事
業

 
(
た

め
池

整
備

事
業

)
 
上

原
地

区
 

⑩
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

支
援

型
)
 
筒

岩
地

区
 

③
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

育
成

型
)
 
和

地
区

 
⑪
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

支
援

対
策

)
 
後

蘭
地

区
 

④
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

育
成

型
)
 
伊

美
第

二
地

区
 

⑫
 

土
地

改
良

施
設

維
持

管
理

適
正

化
事

業
 
 

笠
石

池
 

⑤
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

支
援

型
)
 
伊

美
地

区
 

 
⑬
 

町
単

独
工

事
費

 
防

護
柵

設
置

工
（

①
国

頭
・

②
上

手
）

 
水

路
復

旧
工

（
③

上
手

・
④

大
城

）
 

遮
水

シ
ー

ト
敷

設
工

（
⑤

畦
布

）
 

⑥
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(
担

い
手

支
援

型
)
 
外

俣
地

区
 

⑦
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
 

(
担

い
手

支
援

型
)
 
朝

知
野

地
区

 
⑭
 

水
利

施
設

整
備

事
業

 
沖

永
良

部
地

区
 

①
阿

賀
礼

第
二

送
水

ポ
ン

プ
及

び
電

気
施

設
 

 

⑧
 

県
営

農
地

整
備

事
業

 
(担

い
手

支
援

型
) 
畦

布
第

二
地

区
 

 
 

①
 

②
 

③
 

④
 

⑤
 

⑥
 

⑦
 

⑧
 

⑨
 

⑩
 

⑪
 

14
 

13
-2

 

13
-1

 

 

13
-3

 

13
-5

 

13
-4

 

⑫
 

令
和

５
年

度
 

耕
地

課
 

所
管

事
業
計

画
位

置
図
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空
き

家
対

策
総

合
支

援
事

業
 （

除
却

補
助

金
）
２

戸
 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

ヤ
ー

シ
チ

公
園

遊
具

更
新

設
計

委
託

 
一

式
 

笠
石

海
浜

公
園

改
修

工
事

L
＝

3
8
ｍ

 

過
疎

道
路

整
備

事
業

中
城

線
排

水
路

工
事

 
Ｌ

=
2
8ｍ

 

町
営

住
宅

仁
志

団
地

改
修

工
事

設
計

 
１

棟
４

戸
 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 与

名
原

平
線

 

補
償

物
件

１
件

，
改

良
工

事
Ｌ

＝
5
0ｍ

 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

与
名

原
平

線
舗

装
修

繕
工

事
 

Ｌ
＝

5
0ｍ

 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

小
積

原
名

川
線

 
改

良
工

事
 

L
=
2
0
0m

 

辺
地

道
路

整
備

事
業

和
泊

和
線

舗
装

工
事

 
Ｌ

=
1
00

ｍ
 

辺
地

道
路

整
備

事
業

根
折

海
岸

線
舗

装
工

事
 

L
=
1
42

m
 

港
湾

改
修

（
統

合
補

助
）
事

業
岸

壁
(-

9
.0

m
) 

係
船

柱
取

替
 

１
基

 

過
疎

道
路

整
備

事
業

 

与
名

原
平

線
測

量
設

計
委

託
 

一
式

 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

谷
山

仁
志

線
 

舗
装

修
繕

工
事

 
L
=
5
0m

 

町
営

住
宅

第
２

国
頭

団
地

改
修

工
事

 
１

棟
２

戸
 

町
営

住
宅

和
泊

Ａ
団

地
改

修
工

事
 

1
棟

4
戸

 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
内

城
上

城
線

 

改
良

工
事

Ｌ
＝

5
0
ｍ

 
用

地
買

収
３

件
，

補
償

１
件

 
過

疎
道

路
整

備
事

業
内

城
半

崎
線

道
路

修
正

設
計

委
託

 
一

式
 社

資
本

整
備

総
合

交
付

金
小

積
原

名
川

線
改

良
工

事
 

L
=2

0
0
m

 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

 

ヘ
ー

バ
ル

団
地

ブ
ロ

ッ
ク

塀
改

修
 

L
=
1
5
0m

 

令
和

５
年

度
 

土
木

課
 

所
管

事
業
計

画
位

置
図
 

①
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交
通

安
全

対
策

事
業

 

高
辻

前
原

線
 

カ
ラ

ー
舗

装
工

事
 

L
=
2
0
0m

 

交
通

安
全

対
策

事
業

 

中
原

線
 

カ
ラ

ー
舗

装
工

事
 

L
=
4
0
0
m

 

交
通

安
全

対
策

事
業

 

根
折

与
和

線
 

カ
ラ

ー
舗

装
工

事
 

L
=
4
00

m
 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

仁
志

永
嶺

線
 

舗
装

補
修

工
事

 
L
=
4
0
0m

 

交
通

安
全

対
策

事
業

 

仁
志

永
嶺

線
 

カ
ラ

ー
舗

装
工

事
 

L
=
4
00

m
 

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金
事

業
 

越
山

糸
知

名
線

 
舗

装
補

修
工

事
 

L
=
4
0
0m

 

交
通

安
全

対
策

事
業

 

根
折

与
和

線
 

カ
ラ

ー
舗

装
工

事
 

L
=
4
00

m
 

交
通

安
全

対
策

事
業

 

池
鎌

線
 

カ
ラ

ー
舗

装
工

事
 

L
=
8
00

m
 

令
和

５
年

度
 

土
木

課
 

所
管

事
業
計

画
位

置
図
 

②
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令

和
５
年

度
 
教
育

委
員
会

 
所

管
事

業
計
画

位
置

図
 

ワ
ラ

ン
チ
ャ

ア
シ
ビ

処
整
備
事

業
（

遊
具

更
新
）
 

内
城

小
学
校

…
す
べ

り
台
 

国
頭

小
学
校

…
の
ぼ

り
棒
 

和
泊

小
学
校

プ
ー
ル

塗
装
工
事

 

学
校

教
育
係
 

海
岸

漂
着
物

等
地
域

対
策
推
進

事
業
 

学
校

施
設
バ

リ
ア
フ

リ
ー
化
整

備
計

画
策

定
業
務
 

学
校

施
設
点

検
業
務
 

小
中

学
校
予

防
改
修

工
事
設
計

業
務
 

文
化

財
国
庫

補
助
事

業
費
 

（
泉

川
古
墓

群
測
量

業
務
）
 

県
指

定
文
化

財
保
護

事
業
費
 

（
世

之
主
の

墓
崩
落

箇
所
仮
養

生
業

務
）
 

町
道

建
設
に

伴
う
発

掘
調
査
費

 

（
城

当
・
上

畠
遺
跡

記
録
保
存

目
的

発
掘

調
査
に

伴
う
整

理
作
業
）

 

地
質

調
査
業

務
 

（
総

合
交
流

施
設
建

設
事
業
費

）
 

生
涯

学
習
係
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令
和

５
年

度
 

生
活

環
境

課
 

下
水
道

事
業
 

所
管
事
業

計
画

位
置
図
 

農
業

集
落

排
水
事

業
 
谷

山
字
 

マ
ン
ホ

ー
ル
ポ

ン
プ
施

設
建
屋

移
設
工

事
 

公
共

下
水

道
事
業

 
防
災

・
安
全

交
付
金

（
ス
ト

マ
ネ
）

 
  

  
  

  
  

  
  

 和
泊

処
理
区

：
設
備

更
新
事

業
 

農
業

集
落

排
水
事

業
 

 
 

 
強
靭

化
事
業

和
泊
二

期
地
区

（
城
・

仁
嶺
）

設
備
更

新
 

公
共

下
水

道
事
業

 
町
道

小
積
原

線
の
下

水
本
管

布
設
工

事
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西
原

布
設
替

え
工
事
φ

50
 

20
0ｍ

 

和
泊

町
学
校

前
（
小

積
原
名

川
線
）
布
設

替
え
工
事
φ

50
 

40
0ｍ

 

令
和

５
年

度
 

生
活

環
境

課
 

水
道
事

業
 

所
管

事
業
計

画
位

置
図
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